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関連産業群の集積とプラットフォーム展開にむけて必要な取組み（案）
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IoPクラウドと連携デバイス・機器類（１２社）によって、185戸の農家の詳細データが共有・連携
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(出荷データ、気象データは1,500戸）
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現在１２社と連携
（農家の皆さんがどのメーカーの機器・センサー・アプリ等を使っていても

メーカー間を超えてデータ連携・共有ができるしくみを構築！！

さらに、県内企業含む6社がIoPクラウド連携型の製品を開発中

全国展開していくにはまだまだ



（参考）日本企業はイノベーション創出、製品・サービスのDXが遅れている
日独の中小企業を比較すると、日本は、既存プロダクトの改善に取り組む企業比率が高い一方で、新しい技
術の活用や新規プロダクトの開発に取り組む企業比率が低い。
また、日本企業は、自社製品と組み合わせたデジタルサービスの導入率が低い。その他、データ連携やAIなど、
各種IT手法の導入企業比率も低い。

プロダクト改善・開発の実施企業比率 IT手法の導入企業比率

出典：RIETI, “Digitalization and New Product Development in Manufacturing SMEs: A Comparative Study of Germany and Japan”、2020年　　
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SNSの活用

デジタル・プラット
フォーム
自社製品と関連した
デジタルサービス
クラウドサービス等

AIでのデータ分析
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（参考）新事業開発の主要課題は、スキルや知識を有する人材の不足
他企業との製品・サービスの差別化に当たって、中小企業が直面する最大の課題は、「スキルや知識を有する
人材の不足」。

出典：2020年版中小企業白書　　
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（参考）オープンイノベーションは、ノウハウ蓄積や人材育成の副次的効果あり

オープンイノベーションは、新規の技術開発や製品・サービス化に向けた有効な取組み方法の一つ。
プロダクトイノベーションの創出に加え、「知識・ノウハウの蓄積」、「人材育成」といった副次的効果を、オープン
イノベーションでの成果として挙げる企業の割合も高い。

出典：東京商工リサーチ（中小企業の付加価値向上に関するアンケート）
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（参考）オープンイノベーションは、異業種連携で効果が高まる傾向
オープンイノベーションを実施した中小企業の主な連携先は、「同業種」の国内中小企業。
他方、労働生産性上昇効果が高かった連携先は、「異業種」の国内大企業や国内中小企業、大学等。

出典：東京商工リサーチ「中小企業の付加価値向上に関するアンケート」を基に作成

オープンイノベーションの連携先 オープンイノベーションの連携先別、労働生産性の変化
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　　　　施設園芸関連機器等高度化緊急支援事業費補助金

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

・新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、様々な事業でテレワーク、リモートワークへの転換が推奨されている。
・国(内閣府)では、IoTで全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出す社会
 【Society 5.0】 への転換を強力に推進している。

プロトタイプ
　　　　構築

プロトタイプ
　　　改良 本格稼働改良

IoPクラウド

圃場モデル
データ

R2年度に、様々なデータ取得し連携させ、多様な分析・解析を
行えるデータ共有基盤「ＩｏＰクラウド」を構築 生産者

JA指導員

遠隔からハウス内
環境などのデータ
を確認できる

相互承認を行えば
個人間でデータの
共有閲覧が可能。

遠隔で様々なコミュニ
ケーションが可能に！

センサ センサの例

IoPクラウド

ネットワークに未対応

【補助事業者】施設園芸関連機器等を展開する県内企業
      （一部県内ハウスでの導入実績が多い県外機器メーカー）
【補助対象経費】プログラム作成、クラウド接続テストに要する経費、
     専門家等の派遣・招聘費用、社員の技術習得に要する経費等
【補助率】対象経費の3/4（上限5,000千円）
【スケジュール】

生産者：多様な装置をリモートで活用できる。県内企業の製品で
    あればメンテナンスやサポートを受けやすい。
県内企業：IoPクラウドは一般的な通信規格やクラウド技術を採用 
     しているため、他クラウドへの技術転換が容易。
     県内企業がクラウド対応機器等を先行開発でき、将来の
     販路拡大が期待できる。
県：IoPクラウドを核とした農業生産性の向上、
  県内企業のSociety 5.0対応の促進による産業基盤の強化

生産者 県内企業

対応機器増利用者増

生産性増
機器購入

売上増
開発投資

IoPクラウドを核とした
正のスパイラル

背 景

県 の 取 り 組 み

現 状 の 課 題

補 助 事 業 の 内 容 事 業 に よ り 得 ら れ る 効 果

農業イノベーション推進課
R2９月補正予算(国)50,000千円

時系列
データ

圃場属性
データ

目 指 す 姿

センサ

IoPクラウド
他クラウド

データ
の流れ

データ
の流れ

施設園芸関連機器等からデータを安全にクラウドに集積

R2年度 R3年度

審査会 開発
予算繰越により
開発期間を確保

セキュリティの向上

AWSを使った
製品・ソリューション

開発ができる
人材育成を
支援・指導

実施中

開発段階で自由
に活用できる

テストベット環境を
IoPクラウド側に

準備

Ve
rア

ップ中

本番（商用サービス）環境に
おいて、IoPクラウドを活用
（API連携、データ連携、

プラットフォーム活用）ができる
よう、運用ルール、申請手続き、

利用料金等を設定

整備検討開始
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項目 現状 Verアップ策（各部で検討→R4年度強化）

１．各企業のIT、IoT人材の育成
・OIP運営委託企業によるハンズオン支援等（商工）
・ココプラでの各種研修会等（産振）
・IoP開発管理委託企業によるハンズオン支援（農）

２．県内の各企業に、IoPクラウドの
　　整備・活用状況等の現状を知っ
　　てもらう取り組み

・県内主要IT企業等インタビュー実施
（R3.9～　プラットフォームチーム）

３．IoPクラウドを活用して、各企業
　　がそのシーズを生かして、どのよう
　　なソリューション（製品・アプリ開
　　発やサービス創造）が可能か検
　　討←支援するしくみ

・IoPクラウド構築JV４者若手職員、幹部職
員参加による勉強会等（農）

４．企業間の連携・マッチングの場を
　　創出

・IoP関連でこれまでに４回実施
（ただしR3年度は実績：なし）

５．各企業が、活用できる具体的
　　な補助事業等の支援

・経産省の地域デジタルイノベーション促進事
業等の活用検討

・県単での支援策検討（各部・関係各課）

・IoPクラウドのVerアップ
・プラットフォーム機能強化
（地方大学・地域創生交付金活用）（農振部）

・高知県IoT推進事業費補助金（産デジ課）

・ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
（全国中小企業団体中央会）
・事業戦略等推進事業費補助金（産振センター）
・産学官連携産業創出支援事業費補助金
（高知県産学官民連携センター）
・金融機関による支援(Big Advance制度の活用等）

・施設園芸関連機器等高度化緊急支援事業費補助
金（イノベ課）

プラットフォームチーム会

（各部でもそれぞれ施策を検討

　　　→R4年度強化）

IoPクラウド→プラットフォーム活用・連携型の関連産業創出～プラットフォーム展開に必要な取組
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②地域産業デジタル化支援事業（補助事業 9.5億円）
地域未来牽引企業等とIT企業等、事業管理機関がコンソーシアムを組成し、デジタル技術を活用した新製
品・サービスの開発やEコマース等を含む新たなビジネスモデルの実証を行うプロジェクトを支援し、地域産業
をデジタル化する先行事例の創出・普及を図る。

中小 2/3
非中小 1/2補助

経産局

事業管理機関

定額補助

実証企業群※

・実証支援
・関係者のネットワーキング
・優良事例の迅速な普及

・マーケティング
・製品・サービス等の試作
・試作物・サービスの顧客ヒアリング
・事業性の検証
・上記プロセスの繰り返し

IT企業等
（補助対象外）

×
・新事業に必要なノウハウ・技術等の提供

事業実証コンソーシアム

※未来企業、未来法の承認事業者以外も利用可能

予算スキーム

（注）今後スキームや事業内容が変更になる場合がある

アウトカム
事業年度終了後3年目までの、新たなビジネスモデルの売上計上
（終了後2年目時点がフォローアップ期限）

プロジェクト例：
食品メーカー×SIerの新事業実証イメージ

食品メーカー群 システム・
インテグレーター群

包装後製品の
自動ケーシングロボットの

開発・導入

パン菓子メーカー

製麺メーカー

調味料メーカー

ロボットSIer

ソフトウェアベンダー

AIベンチャー

生産工程へのIoT導入
アプリ開発

AIを用いた調味料開発
素材、味覚データベースの

整備

事業管理機関
マッチング、技術指導、

事例普及等

参考)経済産業省R３年度予算資料より
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